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平成22年国勢調査の理解と協力を得るための取組み

国による広報活動

国勢調査の意義や重要性について、できる限りの多くの人に周知を図り、理解を求めることが重要。
これには、国・地方における広報活動に限らず、国民に対する重層的な働きかけを行うことが必要。
このため、国・地方公共団体と関係者が連携をとり、一体となって、効果的・効率的な広報等を展開。

有識者等からの働きかけ

地方公共団体における広報活動

各人が所属する組
織等からの調査参

加の働きかけ

協力者会議

国・地方・関係者の連携

地域ネットワークを
活かした

地域密着型広報

広く国民一般を
対象とした広報
※ 重点訴求対象者
に適した広報も展開

調査の理解・参加
に向けた世論形成

重層的な広報等の展開

総合企画
パブリ
シティ

政府
広報

地方メディアを
活用した広報

パブリ
シティ

自治会等へ
の働きかけ

関係団体
の協力確保

一般に向けた
呼びかけ

助言・支援

学界・シンクタンク
等からの情報発信

オピニオンリーダー
の支援の確保

ユーザーフォーラム、講演・意見交換、応援メッセージ（HP等）
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平成22年国勢調査協力者会議参加の団体等に対する協力・支援依頼事項 

 

 

会議に参加いただく方々には，国勢調査の実施に向けた周知などについて，以下の協

力・支援を依頼。 

 

○ 国や都道府県等が配布するリーフレットやポスターについて，団体内部や関連企

業，会員への周知や掲示 

○ 各団体等の機関誌への国勢調査の実施周知の掲載 

○ 各団体等が保有する広報スペース（ＨＰなど）の活用（提供） 

○ 各団体等の会議等の場においての国勢調査の周知 

○ 各団体や関連企業が実施するイベントなどでの国勢調査の周知 

○ 調査活動に対する支援（特にマンション，外国人関係団体） 

など 

 

 

【平成 22年国勢調査協力者会議参加の団体等の分野】 

 

・ 経済界 （社）日本経済団体連合会など 

・ メディア関係 （社）日本新聞協会など 

・ マンション関係 （財）日本賃貸住宅管理協会など 

・ 教育関係 公立大学協会など 

・ 外国人関係 NPO法人在日外国人情報センターなど 

・ 高齢者福祉関係 （社会福祉法人）全国社会福祉協議会など 

・ 青年関係団体 日本青年国際交流機構など 

・ 労働界 日本労働組合総連合会 

・ シンクタンク関係 

など 
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